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１　本稿の課題

　現代資本主義は１９７０年代から１０余年にわたって，失業率の水準でみても，操

業度の水準でみても第二次大戦後のそれ以前の高成長期に比して明らかに悪化

している。経済は潜在成長率以下の水準でしか成長しえずにいる 。
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　この潜在成長率以下の水準での，より短期的な成長率の変動が発生している 。

こういった現実の状況は，短期的な成長率循環に眼を奪われてしまわない限り ，

確実に長期的傾向としてのＳｔａｇｎａｔｉｏｎ 状態に陥っているといえる。停滞仮説

は， この現象の解明を課題とする。本稿の課題は，直接には現代資本主義の停

滞仮説を提示している ，Ｒ．Ｆ．ＨａｒｒｏｄとＪ．Ｓｔｅｉｎｄ１の説の検討にある。両説

の検討をとおして，停滞仮説の意義と問題点をさぐり ，筆者の現代資本主義分

析の準備とすることが真の課題である 。

　最初に，Ｒ　Ｆ　Ｈａｒｒｏｄが，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄｙｎａｍ１ｃｓで再ぴとりあげている ，

Ｓｔａｇｎａｔ１ｏｎ　ｔｈｅｓ１ｓを検討し，その意義と問題点を探る 。このＨａｒｒｏｄの所説

の検討は非常に重要であるにもかかわらず，そう多くの論老によっ て取り扱わ

れているわげでもない。どちらかといえば，Ｈａｒｒｏｄの短期不安定性原理の検

討が中心である 。Ｊ．Ｓｔｅｉｎｄ１は，長期停滞をＨａｒｒｏｄの議論を出発点としてよ

り拡張された停滞仮説を提示しようとして ，Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　ｐｏ１ｉｃｙと

いう論文を近年に公表した。そこで，つぎに，Ｓｔｅｉｎｄ１をとりあげて検討する 。

　最後に両者の検討をとおして得られた，停滞仮説の意義と問題点を明らかに

して，若干の論点に関して私見を展開する 。

２　Ｈａｒｒｏｄの停滞仮説

　ＲＦ　Ｈａｒｒｏｄは，“Ｔｏｗａｒｄｓ　ａ　Ｄｙｎａｍ１ｃＥｃｏｎｏｍ１ｃｓ
’’

〔Ｉ〕（１９４９）およぴ

“Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｄｙｎａｍｉｃｓ”（１９７３）〔１〕において ，「停滞仮説」（ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｓｉｓ）

と呼はれるものの動学版を提示した。１９６０年代後半以後のアメリカおよぴイギ

リスにおいて，経済の停滞の兆侯があらわれたことに注意を換起した〔Ｉ〕での

Ｈａｒｒｏｄの理論的根拠をみてみることにする 。

２－１ＨａｒｒｏＯの基本方程式

よく知られているようにＨａｒｒｏｄは，資本主義経済のもとでの景気循環とそ

　　　　　　　　　　　　　　　（８３１）
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れをつらぬく経済の長期的趨勢を解明するために，きわめて簡潔 ・明快た三つ

の基本方程式を提示した 。

　すなわち，それは，現実成長率Ｇ ，保証成長率（ｔｈｅ　ｗａｒｒａｎｔｅｄ　ｒａｔｅ　ｏｆ　ｇｒｏｗｔｈ）

Ｇ〃， およぴ自然成長率（ｔｈｅ　ｎａｔｕｒａ１ｒａｔｅ　ｏｆ　ｇｒｏｗｔｈ）Ｇ”である。まず，現実成

長率Ｇは，ｙを国民所得，工を新投資，Ｓを貯蓄とすると，ｙの成長率を示

し， 事後的な貯蓄投資の均等関係から ，

　　　Ｇ：ｓ／ｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

となる。ここで，Ｃは国民所得の増加分”にたいする新投資１の比率で限界

資本係数とよぱれる 。（１）の両辺は，それぞれ

　　　　　　」ｙ　　　ｌ　　　ｓ
　　　ＧＣ＝　　　，Ｃ＝　　　　８＝一
　　　　　　ｒ　　　」ｙ ’　　ｒ

であり ，貯蓄 ・投資の均等条件より（１）式がえられる。現実成長率の水準は８ と

０が規定要因であることが示されている 。

　つぎに保証成長率Ｇ。リ
を， つぎのように示す 。

　　　Ｇ〃＝ｓｄ／Ｃ、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）

ここで，保証成長率Ｇ〃の水準を規定するものはｓｄとＣ、である。ｓｄは諸

個人と諸法人企業が希望する所得に対する貯蓄の割合を示す。Ｃ。は，法人企

業が手持ちの固定資本や在庫の量について，それぞれちょうど最も好都合だと

考える水準にあ って，それ以上でも以下でもない時の限界資本係数の値であり ，

これを必要限界資本係数とよぶ 。

　第三の方程式である自然成長率Ｇ。は ，

　　　Ｇ”＝ｓｏ／ｏ、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

で示される。このＧ。は，技術進歩によって可能とたる労働生産性の上昇率 ぴ

と労働供給の増加率舳こよっ て撹定される経済の潜在的成長能力に対応する成

長率，たいしは労働と余暇のバラソスを考慮に入れたうえでの最犬可能な成長

率とも考えられている。この自然成長率を示す式においてＨａｒｒｏｄが強調して

いるのは，資本設備の増加率をもちこむことは本末転倒であるとして拒否して

いる点である。むしろ，それよりもＧ。を杜会的に最適な成長率として観定し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３２）
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資本主義のもとでも政府の財政金融政策によっ て達成をめざすべき，政策目標

としての最適成長率としてあつかっている。資本設備の増加率したがって資本

蓄積率はここでは主役としてはあらわれていない。Ｇ”は，さきのぴと〃によ

って可能となる杜会的に最適な成長率であり ，Ｃ、が与えられたときに，それ

を実現するように政府が制御すべき杜会的た最適貯蓄率が ８。 である。このこ

とを示すために（３）式を変彩して ，

　　　 ３。＝Ｇ．Ｃ。　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ａ）

とし，左辺が被決定変数であり ，右辺は決定変数であるとしている 。

　以上が，周知のＨａｒｒｏｄの三つの基本方程式である 。

　Ｈａｒｒｏｄは，自由放任の資本主義経済のもとでは，ＧとＧ〃尭よぴＧ。の三

つの大きさが一致することは全くの偶然でしかありえないと考えている。さら

に， 資本主義のもとでＫｅｙｎｅｓ 政策によっ て実現される高雇用水準でさえも ，

あるいは完全雇用成長率でさえ技術進歩の可能性を吸みつくしておらず最適成

長率ではなく ，したがって自然成長率に等しくないと考えているようである 。

　ＨａｒｒｏｄはＧとＧ〃の不一致が短期の不安定性を招くものとし，Ｇ〃とＧ。

の不一致は長期の貯蓄不足か貯蓄過剰をもたらし，長期停滞かイソフレ傾向を

招来するとした。ＧとＧ〃の不一致が，自由放任の資本制経済のもとで，ひ

とたび発生すると，その不一致は解消されるのではなく ，上方への乖離（Ｇ＞

Ｇ。リ）はそれを累積させ，逆に下方への乖離（Ｇ＞Ｇ〃）も累積的になることを論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
じた。これがＨａｒｒｏｄの「不安定性原理」とよぱれるものの内容をたす 。

　保証成長率Ｇ〃と自然成長率Ｇ。の関係から経済の長期的傾向を説明しよ

うとするが，自由放任の資本主義のもとでも，政府が政策的に介入をおこなう

場合に一も，この長期的傾向が調和的たものになるとは考えなか った。この意味

で長期の不安定性をＧ〃とＧ。の関係から説明しようとしたといえる 。

　　１）Ｈａｒｒｏｄの短期不安定性原理の検証と再定式化に関しては，次の文献で本格的

　　　におこなわれている。置塩信雄，１９７７ 。

（８３３）
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　２－２保証成長率概念の吟味

　ＨａｒｒｏｄのＧ〃は，必らずしも明確な概念とはいえず，短期の不安定性原理

の検討に際して，あいまいさが指摘されてきた。ＧとＧ〃の不一致から経済

の短期的不安定性を論証するうえで，Ｇ〃概念の不十分さが指摘されてきてい

る。 本稿は短期不安定性を論じるものではないが，しかし，保証成長率Ｇ〃の

概念は，以下でＨａｒｒｏｄの停滞仮説の動学版をみるときに重要な役割をはたす

ものとなるので，Ｇ〃の概念に少したちいった検討をくわえておく 。Ｈａｒｒｏｄ

は最初の方の著作〔Ｉ〕では，このＧ〃を「均衡成長率」を示すものとして位置

づけていた。Ｇ〃が均衡成長率であるというのは，資本家が現在とりつつある

行動に満足していて，現在の状態を今後ともとりつづげようとするときに実現

する持続的な一定の成長率である 。

　ところが，〔１〕ではＧ〃を ｓｄとＣバこよっ て決定される成長率としてた

んに定義を示す式に変更している 。ＨａｒｒｏｄがＧ〃を「均衡成長率」として位

置つげることを撤回した理由が問題である。貯蓄主体が望ましいと考えるｓｄ

が与えられたときに，Ｇ〃を決定するものは必要限界資本係数である。この
０。 は， さきにふれたように資本家が満足する固定資本財と流動資本財の水準

が実現されるときのＣの値である 。Ｈａｒｒｏｄは希望される資本量と在庫量の増

分が，生産量の増分と明確な関係をもつものと考えているのである。このこと

が意味しているのは各資本家が全体としては，生産能力と現実の産出量の水準

との関係，したがって生産能力の操業度水準について適正であると判断する状

態にあり ，かつ在庫の状況も適正だと判断しうる状態にあるときにはＣは０。

と均等になっているということである 。Ｈａｒｒｏｄは，〔Ｉ〕で誤まっ て操業度や

在庫率の水準が適正であるといった資本家の「短期期待」が充され，かつ各主

体の希望する貯蓄率が実現しているときに，達成される成長率を，資本家が持

続させようとする「均衡成長率」だと考えてしまっ たのである。代表的企業家

が， 操業度や在庫率の水準が期待された状態にあるとき，その状態を継続させ

ようとするのは，個別資本家の行動としては合理的な態度であるといえる。し

かし，設備の操業度や在庫率が資本家の見地から考えて適正な水準にあるとき ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３４）
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その適正水準を維持するために，どのような行動をとることになるのかについ

てあいまいたままである。すたわち，代表的企業家が操業しつつある生産設備

の量に満足していると想定しているのか，あるいは資本ストックが過去の存在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）量に比べて増加しつつある率に満足しているのかがあいまいである。現実の限

界資本係数０の大きさが資本家が必要と考える０、に等しいときに，それまで

の産出量の増加率を維持するのか，それとも生産の水準を維持するのか，さら

には・成長率を加遠させるのかは規定されないままであるのに，Ｇ〃を，ｒ均

衡成長率」として扱ったのである 。Ｈａｒｒｏｄも認めているように，ＣとＣ、の

状況を比較して，各企業が手持ち資本の過不足を判断するのは合理的ではな

い。 前期に資本の過剰または不足があったのであれば，今期の資本形成は ，

Ｃ＝０・が実現されていても，前期の態度をそのまま継続するのは合理的でな

いのであるから，ＣとＣ。の比較によっ て資本の過不足を判断して，資本蓄積

態度を決定することも合理的ではたくなる。ＧとＧ〃の不一致が生じている
とき，それがＣとＣ、の不一致に起因するのであ っても，各企業が，この基準

によっ てのみ資本の過不足を判断することはできず，前期の操業度と在庫率が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
適正水準にあ ったときにのみ，この基準が合理的たものとなる。以上の諸点か

らして，Ｈａｒｒｏｄは批判にこたえて，Ｇ〃をｒ均衡成長率」と規定するのでな

く， たんに貯蓄主体の希望する貯蓄率と各企業が所有する現存の固定資本と流

動資本財の量に関していだく満足状態という一重の満足状態がみたされたとき

の成長率という ，保証成長率の定義式として規定することに修正した。したが

って，保証成長率Ｇ〃は，杜会全体としての資本家が所有する生産設備の適正

な操業水準と在庫率の適成水準が維持され続けるときに，経済主体が希望する

貯蓄に均等な水準で新投資がなされるときの有効需要水準とその投資 一消費率

をみたしたときに達成されうる経済全体の成長率を示すことになる。したが っ

て， Ｈａｒｒｏｄは，Ｇを規定する（１）式を導くときに彼が想定したようにＧ〃にお

いても貯蓄投資の均等が充足されているというとき，資本主義経済のもとで ，

代表的企業者が行う「長期期待」にもとづく投資決定について，たんに血気に

依存するだろうと述べているだげであ って，保証成長率の定式化には，この投

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３５）
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資決定という企業家の行動に関する満足状態は組み込まれていないのである 。

Ｇ〃 の概念が，Ｈａｒｒｏｄがいう二重の満足状態が充足されているときの成長率

であるとすると，貯蓄投資の均等ということについて注意しておく必要がある 。

すでにふれたように，ＨａｒｒｏｄはＧの定式化において ，

　　　ｓｙ＝ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）

　　　ヱ＝」Ｋ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）

（４），（５）を〔Ｉ〕の著作では前提にしているし，Ｇの方程式は「自明の理」である

として扱っている 。〔１〕でも，（１）式はｒ投資が常に必ず貯蓄に等しいという事

実の動学版である」としている。したがって ，（４）式は，生産物の需給一致の均

衡条件式ではたく ，たんたる統計的にみた事実的恒等関係の定式化にすぎたく

たる。とすれぱ，現実の資本主義経済のもとで，各資本家が，「長期期待」に

もとついて決定する結果が合成された杜会全体の新投資需要の水準は（４）式のヱ

と等しくないかも知れたいことになる。新投資需要の水準と杜会の貯蓄主体が

自発的にとっ た貯蓄水準のもとで可能となる現実に実行される新投資水準，し

たがってそれが現存資本設備に附加されることを示す（５）式の泌にちょうど等

しい大きさには必らずしもなっていないのである。だから，ＨａｒｒｏｄのＧは ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
商品市場での超過需要や，超過供給が発生している状態をも扱うことになる 。

　ＨａｒｒｏｄがＧとＧ〃の概念を使って短期の「不安定性」を論証しようとする

ときには，現実成長率Ｇにおいて貯蓄主体も希望しうる貯蓄率が実現していな

いし，各企業にあっても生産物市場での需給均等は保証されておらず，そのこ

とが現実のＣがＣ、から乖離している状態としてあらわされていることになる 。

０のＣ、からの乖離は操業度や在庫率が不適正で過度操業や遊休設備の発生と

いう事態を反映している 。

　以上でみてきたように，Ｈａｒｒｏｄの保証成長率Ｇ〃は，資本家の短期期待が

充たされており必要限界資本係数が実現されているときに，各貯蓄主体が望ま

しいと考える貯蓄の水準にちょうど等しい量だげの新投資需要があるたらほ達

成される成長率である 。ＨａｒｒｏｄのこのＧ〃とは区別して ，Ｊ　Ｒｏｂｍｓｏｎ らは ・

代表的企業の行動上のバラメーターを明示して投資行動に組みこんだ「望まし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
い成長率」ないし，ｒ望ましい蓄積率」を提示している。保証成長率と区別さ

れた，ｒ望ましい成長率」については，後にみることにする 。

　　２）　 こういった指摘は，Ｊ・Ｒｏｂｉｎｓｏｎによっ てもなされている。次の文献参照 。

　　　Ｊ・Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，１９６２．（Ｐ ．５１．）邦訳（１９６３）（Ｐ ．７６）。

　　３）　のちに検討するように，Ｈａｒｒｏｄは操業度の正常状態がＧとＧ 仙リ が乖離する限

　　　り実現しないという意味での一時的不均衡を常態とみているが，操業度はｅｘｐ －

　　　Ｉｉｃｉｔには分析枠組に登場しない。ＣとＣ、の乖離として扱う 。

　　４）貯蓄投資の均等関係のとり扱い方において，三とおりのものがありうることに

　　　ついては，Ｊ・Ｒｏｂｉｎｓｏｎ も言及している 。Ｊ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，１９６２．（前出）。（Ｐ．４０－

　　　４１），邦訳（Ｐ．６０－６２）

　　５）Ｊ・Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，１９６２・前出（Ｐ．５１一　）。 次の文献が積極的な展開をしている。足

　　　立英之，１９８２，ｃｈ．８（Ｐ．１９７一　）

　２－３ＨａｒｒｏｄのＳｔａｇｍｔｉｏ皿Ｔ１１ｅｓｉｓ

　（１）Ｇ〃＞０”の状態 。

　Ｈａｒｒｏｄは，基本方程式をつかってＧとＧ〃の不一致から，景気循環の説明

原理を導きだすだげでなく ，成熟した先進資本主義諸国や低開発諸国の経済状

態の長期的動態に関して分析しうるものとしてＧ〃とＧ”の関係を使用した 。

ここでは，“
Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｓｉｓ”と呼ばれるものの動学版としてＨａｒｒｏｄが主

張するものの内容をみておく 。

　Ｈａｒｒｏｄは，保証成長率Ｇ〃と，白然成長率Ｇ”の関係において，Ｇ〃がＧ”

より高い水準に維持される限り ，経済の長期停滞傾向が不可避であるとした 。

その理由をみよう 。

　（２）と（３ａ）式より ，Ｇ〃＞Ｇ。のときには ，

　　　 ３６＞３。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
となる。ところが，現実成長率Ｇは，失業が存在する限りにおいてＧ”より高

い率を維持することが可能であるが，完全雇用の達成以降は，その状態を持続

させることは不可能とたる。現実成長率Ｇの長期的上限界は，自然成長率Ｇ”

によっ て画されざるをえない。したが って，現実成長率Ｇは保証成長率Ｇ〃を

長期的には下まわらさるをえない。このとき，短期ｒ不安定性原理」の作用に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３７）
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よりＧは累積的不況過程をたとることにたる。資本主義を維持しようとする政

府は，このとき拡張主義的政策を採用して，ＧをＧ〃に接近させようとする 。

しかし，Ｇの上昇がすすみうる上限はＧ”であり ，Ｇ”はＧ〃より低い水準に

あるから，結局，どのような状態から出発してもＧは長期的にはＧ〃を下まわ

らざるをえないことにたる 。Ｈａｒｒｏｄは，これを「貯蓄過剰」の状態とよび ，

Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｓｉｓの動学版とみなす。この停滞の兆侯が１９６０年代の後半にな

って，アメリカおよびイギリスで現れはじめたとみている 。

　Ｈａｒｒｏｄが，過剰貯蓄とよぶのは，（６）式で示されるように，ＧがＧバこ一定

期問にわたって接近しつつあるとき，したがって，現実成長率が最大可能成長

率の上限に近い状態で達成されているときでも，杜会の貯蓄主体が望ましいと

考える貯蓄は，当該資本主義杜会で達成可能な自然成長率が要請する必要貯蓄

を超過しつづげる状態におかれているからである 。

　（２）企業貯蓄Ｓｄについて

　Ｈａｒｒｏｄが，現実成長率Ｇを導きだすときには，貯蓄二投資という間題から

導きだしていながら，過剰貯蓄（や過少貯蓄）たどの投資の不均等を議論のなか

で重視することは一見矛盾があるように見える。国民所得統計勘定のうえでの

定義的に恒等的た貯蓄と投資という概念を用いながら，しかもＨａｒｒｏｄは，保

証成長率Ｇ〃に関して，さきに検討したように，「均衡成長率」を規定すると

いう考えを撤回してたんなる，保証成長率の定義式としてあつかっている。し

たがって，生産物市場の需給均衡の条件から導きだされる貯蓄＝投資という均

衡条件としての扱いも彼の分析のなかではとり入れられていない。Ｈａｒｒｏｄが

重視する，経済の各主体が希望する貯蓄という概念を吟味しておくことが必要

である 。

　Ｈａｒｒｏｄ〔Ｉ〕では，貯蓄の供給に関する長い分析をおこなっているが，諸個

人（労働者や資本家の両方を含む）と法人の自発的貯蓄が，所得の一定割合とし

て示しうるということ以上の結論が導きだされてはいない。しかし，〔Ｉ〕での

「基本定理」の扱いにおいてすでに，Ｇ〃がＧ。より大であるか，小であるか

に応じて，貯蓄が有害にな ったり ，美徳になったりするということを述べてお

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３８）
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り， 〔皿〕での停滞仮説の原型を提示している 。Ｈａｒｒｏｄの〔Ｉ〕では，貯蓄の供

給に関して，特別の一章を割いて論じることはしていない。ＨａｒｒＯｄの各主体

が希望する貯蓄の概念と，貯蓄と投資の不均等を論理のなかに持ちこむことに

関する必要性に関しては，〔１〕，〔１〕よりも ，“Ｍｏｎｅゴ〔皿〕（１９６９）におい

て論じられている。そこで，これをみておくことにする 。

　Ｈａｒｒｏｄは，〔皿〕において，Ｋｅｙｎｅｓの “Ｇｅｎｅｒａ１Ｔｈｅｏｒｙ
’’

を根本から理解

するために，Ｋｅｙｎｅｓの “ＡＴｒｅａｔｉｓｅ　ｏｎ　Ｍｏｎｅｙ
’’

に立ち戻ることが必要で

あるとして，その理由の一つに，「投資と貯蓄」の取扱いかたに関して，“Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）Ｔｒｅａｔｉｓｅ　ｏｎ　Ｍｏｎｅｙ
’’

から学ぶべきだという点をあげている 。Ｋｅｙｎｅｓ が，

『貨幣論』においては，貯蓄 ・投資の不均衡を導入して，彼のｒ基本方程式」

で需要イソフレー：■ヨソを論じたからてある 。　『貨幣論』におげるＫｅｙｎｅｓ

の企業者の『正常報酬』に関する定義を動学的なものに修正して，景気循環論

や成長理論において役立たせようとするのがＨａｒｒｏｄである 。Ｈａｒｒｏｄは ，

Ｋｅｙｎｅｓのｒ貨幣論』におげる企業者のｒ正常報酬』が，　ｒ企業者をして現在

の生産水準を増減させることなく維持しようとする報酬の水準」としているの

を次のように修正する。企業者か生産水準を「正常成長率」よりも大きくもな

く， 小さくもない率で増加させようとする動機を与える報酬をｒ企業者の正常

報酬」とする 。

　資本家の利潤は，現実にはこのように規定されたＨａｒｒｏｄのｒ正常報酬」よ

り上まわるか下まわるかするものである。このｒ企業者の正常報酬」が実現し

たときに，企業者が望ましいと考える企業貯蓄が「正常貯蓄」であるとする 。

Ｈａｒｒｏｄは〔皿〕においては，各主体が行なおうとする貯蓄の一定水準が存在す

るという観念を受げ入れて，それを所得のある割合で示して３♂と呼んでい

る。 この８６には，企業貯蓄を含むが，それはＫｅｙｎｅｓの『貨幣論』の線に

そっ て分離された企業貯蓄，すなわち，先のｒ正常企業貯蓄」のみである，と

している。こうして，貯蓄と投資の間の不均等関係を得ることができるのは ，

国民所得統計が所得の一部に勘定されるもののある種の企業者所得を除外して

ｒ正常報酬』を定義し，それにもとつき ３ゴを定義するからである。したが っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３９）



８４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

て， 「正常企業貯蓄」と他方で企業が生産水準がｒ正常成長率」以上または以

下の率で変動する場合の企業の貯蓄の増減との問に区別を引くことによっ て，

投資と貯蓄の不均等を許容しうるように，貯蓄 ・投資を定義しようとするので

ある 。

　以上みてきたように，Ｈａｒｒｏｄのｓ６は，個人や家計の貯蓄を含むが，企業

の「正常報酬」のある割合としての企業のｒ正常貯蓄」という考えが中心とな

っている 。

　（３）Ｈａｒｒｏｄの過剰貯蓄対策

　〔皿〕において，杜会の希望する貯蓄量を総所得水準の増加関数とし，正常操

業度を維持するのに必要とされる投資水準を総所得の成長率の増加関数として

考えている 。

　図１は〔ｎ〕でＨａｒｒｏｄが主張　　　　　　　　　　図　 １

しているものを図示したもので　　　 Ｉ． Ｓ．　　　　　　　　　　 Ｉ，

　　７）

ある。Ｇ〃の点では，貯蓄主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｓ・

が考える必要貯蓄量と，企業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｓｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ

ｌｄ

が正常稼働を維持するのに必要

と考える投資量が均衡している。　トＳ
。

両曲線の交点の左側においては

希望する貯蓄量は，必要とされ

る投資量を上回ることになる 。　　　　 Ｏ　　　　　 Ｇ，　　 Ｇ，　　　　　 Ｇ

したが って，Ｇ。＜Ｇ〃のときに

は， Ｇ” の達成に必要とされる投資量がそのときの杜会の希望する貯蓄量より

下回ることになり ，貯蓄過剰の状態が生じている 。

　図１のＧ”の点においては，ＨａｒｒｏｄのＧ”の定義により ，正常操業度と完

全雇用が実現されてはいるが，貯蓄主体の満足は充されていたい。したがって

Ｇ” の点に現実の成長率はととまりえたい要因を貯蓄主体の側からひきおこす

ことになりＧはＧ〃との関係で短期不安定性に脅かされているということにな

る。 Ｇ” を達成するのに必要な貯蓄 ８。 を， 貯蓄主体が希望する貯蓄率はかな

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４０）



　　　　　　　　　　　　ＳｔａｇｎａｔｉＯｎ 仮説の検討（甲賀）　　　　　　　　　　　　８５

り上回ることになる 。

　Ｇ〃＞Ｇ。のときには，杜会の貯蓄率をひきさげるために，希望される貯蓄曲

線をｓ”にまで引き下げなげれば，長期停滞からは脱出することが困難であ

る。 このためにＨａｒｒｏｄが提唱する政策は，現実の成長率が失業をともなう

状況のときには拡張主義的政策をとり ，ＧをＧ。以上の率で増大させうるよう

に過剰貯蓄を利用する大規模な投資を換起し，完全雇用の天井に突きあた った

時点の政策は，政府が減税を実現し，赤字財政政策を採ることが必要だと考え

る。 これは減税によっ て過剰貯蓄を解消させようとするものである 。

　しかしＨａｒｒｏｄの３６概念を吟味したときにみたように，ｒ正常企業利潤」

や「正常企業貯蓄」の削減が，過剰貯蓄の解消のために必要であることについ

てはまっ たく言及されていない 。

　したが って，Ｇ。を規定する諾要因が変化し，Ｇ。が従来に比して低い水準に

引き下がったときに，過去のＧ”のもとで形成されてきた現実成長率の長期的

動向によっ て形成されてきた高い企業利潤の正常な水準についての資本家の観

念が，いまだに修正されずに，高水準の「正常企業利潤」の獲得を期待し，そ

れにもとづいて，高水準の「正常企業貯蓄」を実現しようとするところに，過

剰貯蓄が発生し，長期停滞の原因とたることを指摘しえていない 。

　　６）Ｈａｒｒｏｄ．Ｒ．Ｆ，１９６９．Ｃｈ７，Ｃｈ．８参照
。

　　７）Ｈａｒｒｏｄ．Ｒ．Ｆ，１９７３．Ｃｈ．７．ＨａｒｒｏｄはＳｄとＩｄの勾配Ｓｄ。＜Ｉｄ。と仮定し

　　　ている。この根拠は，Ｉｄの方がＳｄより ，成長率に対する感応度が大きいとい

　　　うことである。このとき，商品市場でも需給の一時的均衡は充されない 。

　２－４Ｈａｍｏｄの停滞仮説の意義と問題点

　ＨａｒｒＯｄが停滞仮説を説明するときの中心点は，保証成長率Ｇ〃と自然成長

率Ｇ。のあいだでＧ〃＞Ｇ。の関係が成立するということである 。Ｇ〃とＧ。は

ともに自由放任の資本主義のもとでは達成されがたい規範的た二つの成長率で

ある。この二つの成長率の区別はＨａｒｒｏｄによっ て導入されたもので，Ｈａｒｒｏｄ

はこの区別を経済成長理論にとっ て基本的なものとして重視している 。

　そこで，あらためてＧ。とＧ〃の概念を吟味しておく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４１）
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　まず自然成長率Ｇ”について，Ｇ”は，杜会の全体として生産過程（広義に理

解する）に導入される技術の進歩率と，当該杜会で可能な労働力供給の増加率

の二要剛こよっ て規定される潜在的に可能た最大の成長率である 。

　ＨａｒｒｏｄはＧ。を達成することを政府の政策目標に設定すべきだと考える 。

政府はＧ”を達成するのに必要た杜会的に最適た貯蓄率 ｓ。 を実現させるため

に財政政策を活用すべきであると考えている。このときＧ”は，杜会的要剛こ

よって強く規定された先の二要剛こよっ て決定される点を強調している。した

がっ て， 技術的に最大可能な「国民総生産」の成長率が政策目標とすべき自然

成長率の水準となるという考え方を拒否している。労働供給の増加と技術進歩

に関して考慮に入れるべき次の諸点がとりあげられている 。

　労働供給の増加率をとのように考えるかはかなり複雑な間題である。人口増

加率を与えられたとすると，労働年限の長さ，年問労働時問，週および一日の

労働時問の動向，人六の余暇の選好度，さらに労働年限の長さに影響をおよぼ

す教育年数なとの諾要因が考慮に入れられる必要を論じている 。

　技術進歩率については，経済学では技術進歩の内容を広義に理解する必要性

を指摘したうえで，技術進歩率を規定する要因として，企業家の才覚，「血気」 ，

政府の政策による企業家へ与える確信，熟練労働の具体的増加，などをあげて

いる。また，杜会全体の技術進歩率は，当該杜会の産業部門別の最終需要構成

におげる，各部門の労働生産性上昇率のバラツキとの対応によっ ても影響をう

げると考えている。たとえは，輸出需要の伸び率が大であるときに，輸出財生

産部門に生産がシフトすれば，停滞的な部門に資源と労働が縛られている状態

に比して，杜会全体の技術進歩率は高められ，自然成長率の水準は高くなりう

る。 以上の労働供給の増加率と技術進歩率との二要因に作用する諸条件が，当

該杜会でどのような動向を辿るかによっ て， 自然成長率の水準は長期的には変

化する。さらに自然成長率を押し下げることになるかも知れないが，人問の幸

福の増進に寄与することが明白である，労働現場におげる自已管理の達成とい

う間題や，田園の快適さや都市開発の制御という政府介入からたされるべき領

域の間題の重要性を指摘している。これら利潤追求型の投資計画の規制の必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４２）
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性は，国内総生産を減少させること，したがって自然成長率をおし下げるかも

知れたい。この投資規制のために優れた人材の必要性が増大し，中央政府より ，

地方政府において適材を欠くかも知れないと考えている
。

　以上のようた諸制約条件のもとにおいて，達成可能な最大の率として自然成

長率の内容を，Ｈａｒｒｏｄカミ考えている点は留意すべきことである
。

　次にＧ〃の概念にうつる。すでにＧ一こ関しては詳細に検討したように ，

企業 ・家計なとの貯蓄主体が希望する貯蓄量にちょうど等しい投資が実行され

る場合の成長率であ った。このときの問題点は，この各主体が希望する貯蓄量

に照応させられる必要投資量と，各企業家が長期期待にもとづいて決定する投

資量の水準が一致する保証は全くないということであ った。ＨａｒｒＯｄは，資本

家の投資決定がどうなるかは，企業家の「血気」に依存すると述べているだげ

である 。

　このＧ〃でＨａｒｒｏｄは，杜会の貯蓄主体の貯蓄態度の決定を一般化するのは

誤まりだと考えているが，重要な要因を一つあげれは，所得の水準であるとし

ている。したがってＣ、が一定のときに，各主体が所得のうち希望する貯蓄の

割合を増大させれぼ，Ｇ〃は上昇する 。

　Ｇ〃の他の規定要因Ｃ、については，全体としての技術進歩の性格や，需要

構成のシフトが向かう部門の技術の性格によっ てきまると考えている。技術進

歩の性格がどのようた要因によっ て規定されるかに関するＨａｒｒＯｄの見解もか

なりあいまいである。しかし，Ｇ〃はＣ。の変化と逆方向に変動する 。

　以上Ｇ〃とＧ”の概念をあらためて吟味したが，Ｈａｒｒｏｄは，なぜＧ〃＞Ｇ”

の状況が発達した資本主義国において発生せさるをえたいのかについて明確に

は述べていない。すなわちＧ〃が上昇した結果Ｇ。より大にたったのか，ある

いはＧ”が低下した結果としてなのか，さらには両方のケースがともに発生し

たのかは不分明なままである 。Ｈａｒｒｏｄの論述から推測しうるのは，Ｇ。が先に

のべた諸制約要因の顕在化によっ て低下したと考えていること，およぴ，第二

次大戦後の高い成長率による所得水準の上昇が，貯蓄主体の貯蓄率をひきあげ

たことによっ て， Ｇ〃 が上昇したと判断しているということである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４３）
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　Ｈａｒｒｏｄは〔皿〕において，企業の「正常利潤率」や法人企業のｒ正常企業貯

蓄」について論じてはいるが，Ｇ〃＞Ｇ”の状態をうみだすところの「過剰貯

蓄」傾向に対する政策として財政政策を考え，財政黒字幅の減少あるいは財政

赤字幅の増大を提唱するにとどまっ ている。独占的企業の利潤規制や「正常利

潤」に関していだく観念の修正については論じていない。財政赤字政策が国債

管理上の困難を継続的にうみだし，過剰貯蓄解消策としての財政赤字政策に限

界があるときには，法人企業のｒ正常利潤」期待の観念の変更が必要た政策と

なる 。Ｈａｒｒｏｄのｒ過剰貯蓄」解消策の代案は，貿易差額におげる黒字幅の増

大ということになる。これがもたらす世界景気への負の効果が間題となるとき

には，この対策にも限界がある 。

　Ｈａｒｒｏｄの停滞仮説は現代資本主義の長期傾向を分析するうえできわめて有

効な内容を含むといえるが，その難点は，資本家の蓄積態度，新投資決定態度

を基軸に設定した成長率概念が不在であることに求められるかもしれたい。資

本蓄積や新投資決定に関する資本家の行動が経済の運動のなかで占める基本的

な意義に関するＨａｒｒｏｄの理解は明削こされていない。資本蓄積の果たす役割

が現代資本主義のもとで変化したのか，すべきなのかも明示的にはふれられて

いたい。しかし，現代の目標として追求すべきＧ”の達成が可能と考えるのは ，

資本家の投資行動が政策によっ て容易に制御しうるという楽観が支配している

のかもしれない。資本蓄積と所得分配の対応関係の考察も ｅｘｐｒｉｃｉｔにはでて

こない。他方で，労働者階級の賃上げ行動に対する所得政策の必要性が強調さ

れでいる。分配をめぐる階級対抗の側面は，所得政策によっ て制御すべきもの

として，現実の経済の運動やそれに対する政策的対応からは分離されてとじこ

められている 。

３　Ｊ　Ｓｔｅｍｄ１の停滞仮説

Ｊ． Ｓｔｅｉｎｄ１ｅは，第二次大戦前のアメリカ資本主義の停滞状況の解明を目的

　　　　　　　　　　　　　　　（８４４）
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とした著作 “Ｍａｔｕｒ１ｔｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｇｎａｔ１ｏｎ１ｎ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｃａｐ
１ｔａ１１ｓｍ

’’

〔Ｗ〕（１９５２）

で， 高い成長率のもとで形成されてきた貯蓄性向が継続しつづげると，経済が

低い成長に陥ったときに高い貯蓄性向が調整できず永続的た不況に直面するこ

とになると主張した。Ｓｔｅｉｎｄ１は，近年に再び，この停滞仮説を提起した 。

“Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｐｏ１ｉｃｙ
’’

〔Ｖ〕（１９７ｇ）において，第二次大

戦前の停滞から，戦後の１９５０年代と１９６０年代の高い成長への転換と，そこから

１９７０年代の低い成長への転換を事実的諾要因で説明するとともに，Ｓｔｅｉｎｄｌは

Ｈａｒｒｏｄの基本方程式の拡張という形で彼自身のｍａｔｕｒｉｔｙ　ｔｈｅｏｒｅｍを〔Ｖ〕と

ちがって簡潔に定式化して提示した。ここでは〔Ｖ〕にしたが って ，Ｓｔｅｉｎｄｌの

停滞仮説を検討することにする 。

　３－１Ｈａｒｒｏｄの基本方程式の拡張

　Ｓｔｅｉｎｄｌは，Ｈａｒｒｏｄの基本方程式（１）を次の二点の修正を加えることによっ て

拡張した。第一には，Ｈａｒｒｏｄが限界資本係数によっ て示したものを，技術的

要因としてのｒ資本一正常産出量」比率と，有効需要水準の変動によっ て規定

される「賓本設備の操業度」の積で示す。このことによっ て， 現実の経済にお

ける重要な変数である「操業度」を明示的にとりあつかうことが可能となる 。

　第二には，Ｈａｒｒｏｄは，貯蓄，投資を純概念で用いているが，Ｓｔｅｉｎｄ１はそ

れを粗概念に置きかえる。この理由は，資本家が投下した資本設備に関して ，

ある期待寿命を想定し，それにもとづいて行う一定の減価償却基金の積立額と

しての貯蓄と，現実の経済条件によっ て規定された資本設備の現実の寿命があ

り， その現実の寿命によっ て現実にドロッ プ・ アウトされる資本設備の量，し

たがって置換投資の大きさとの問の関係を分析にもちこむためである。減価償

却による貯蓄と置換投資は，経済のある種の均衡条件が充される状況のもとで

は均等になる。たとえば当該の経済が単純再生産の状態を持統させているとき

には期待された設備寿命と現実の寿命が一致している。しかし，一般には，両

者は一致しない。Ｈａｒｒｏｄは，両者が一致すると仮定して，純投資と純貯蓄の

概念によっ て， 経済成長や景気循環を論じることが可能とな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５）
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　３－２Ｓｔｅｉ皿ｄ１の基本方程式

　上記の二点の修正をくわえたＳｔｅｍｄｌの基本方程式は次のとおりである
。

　Ｈａｒｒｏｄの現実成長率Ｇの規定式

　　　Ｇ＝ｓ／ｃ

において，ｙ＊を所与の資本設備Ｋのもとでの正常粗産出量とし，現実の粗産

出量ｙとｙ＊の比を操業度として定義し，操業度を６と置く 。すると ，

　　　ア＝６ｙ＊　　　　　　　　　　　　　　　　（７）
とたる 。Ｓｔｅｉｎｄ１は，資本設備Ｋと正常粗産出量ｙ＊の関係は，限界と平均で

一致すること，したがってＫ／ｙ＊を ひとすると，ｏ は毎期不変とたることを

仮定している 。

　　　１（＝ｏｙ＊　　ｏ＝ｃｏｎｓｔ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）

である 。（７）と（８）の関係から，Ｈａｒｒｏｄ（１）の左辺Ｇは，（７）式より，〃＝〃ｙ＊十

Ｍｙ＊とたるので ，

　　　　　」ｙ　　」６　　」Ｋ
　　　Ｇ＝　　＝　　十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
　　　　　ｒ　　　６　　Ｋ

とたる。Ｇは操業度の変化率と資本設備の増加率＝資本蓄積率によっ て規定さ

れる 。

　ところで，粗投資１は，新投資十置換投資であるから，ｄｒｏｐ－ｏｕｔ率をみと

すると ，

　　　１＝」Ｋ＋み ・Ｋ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢◎

となる。また，粗貯蓄Ｓは現実の粗産出量から貯蓄される比率を Ｓとし，粗資

本設備の減価償却率をみとすると ，

　　　Ｓ＝Ｓｙ＋６ジＫ　　　　　　　　　　　　　　　（叫
となる。粗生産物の需給一致のためには，粗貯蓄と粗投資の均衡，したがって ，

　　　ｓ＝１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻

が均衡条件式となる 。

　０劣式に ，（７），（８）を考慮して¢◎，岬式を代入すると ，

　　　　　６
　　　 ・・ 丁・ Ｋ＋６ジＫ＝」Ｋ＋♂・・Ｋ　　　　　　　　Ｃ匂
　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４６）
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　蝸より ，資本設備の増加率を９とおくと ，

　　　　　」Ｋ
　　　９－ Ｋ一（・／び） ．６＋（６グ３

・）

　　　　　　　
ｑ４

を得る 。（１悦（９）式に代入すると，粗生産の成長率は，６の変化率を６とおくと ，

　　　・一１＋・一１＋（÷） ・・十（・グみ） 　　　　　
（均

とたる。この胸式が，Ｈａｒｒｏｄの現実成長率を示す（１）式の拡張版である 。

　毎期正常操業度が持続するときには操業度の変化率は零となり ，かつ正常操

業度を６＊＝１と定義し，この条件が充されつづげる成長率は（１弓式よりもとめ

ることができる 。

　Ｈａｒｒｏｄの保証成艮Ｇ〃に対応するものは ，

　　　　　ｓ　　　 Ｇ・一丁十（♂グ♂
・）

・　　　　　　　　　　Ｏｄ
とたる。ここで川よ，ＨａｒｒｏｄのＣ、に対応するものとなる 。

　６、＝みの不一致の間題を無視すると，ＧとＧ〃の不一致は，もっ ぱら操業

度の変化をひきおこすことによっ て， 経済を動かす。このとき，Ｇ＞Ｇ〃なら ，

現実の操業度は正常操業度を上回ることにたり ，これが９をひきあげるように

作用し，短期不安定性原理が作用する。このとき，９の変化をひきおこす資本

家の行動についてＳｔｅｉｎｄ１は操業度の増加関数であり ，さらに企業の内部留保

率の増加関数でもあるとしてきわめて　般的な移で定式化している。すなわち ，

　　　＆一ユｇ（６
、．、，

Ｓ、、．、），４、＞Ｏ，４，１＞０，　　　　　　
（１

力
　　　　　○

としている 。（Ｓ１については，のちにふれる
。）

　Ｓｔｅｉｎｄ１は永続的不況の説明として，何らかの外的条件により ，Ｇや９が低

下したときには，それ以前の高い成長率に規定されたｓが容易に変化しえず ，

したかって，生産物市場の需給均衡の維持のためには６が低下し，さらに６の

低下は９を低下させＧを低成長状態に縛りつづけ，過剰能力あるいは過小操業

度の状態が持続すると考える 。

（８４７）
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　　　　　　　　　　　　　　８）
　３－３Ｋａｌｅｃｋｉ型の貯蓄関数

　Ｓｔｅ１ｎｄ１は，杜会全体の貯蓄率が，資本蓄積率や成長率が低下しても，容易

には調整しえない根拠を所得分配の不変性に求める。そして，所得分配率は資

本設備の操業度によっ て強く規定されると考える 。

　（叫式と（均の最右辺の第２項に登場する ｓが所得分配率やしたがって操業度に

いかに観定されるかをみる 。

　労働者階級の賃金総額 〃， 資本家の純利潤を力とすると，粗産出量は ，

　　　ｙ＝〃十ク十み・ 〃＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　胸

の関係をみたす。Ｓｔｅｉｎｄ１は，労働者の賃金総額を操業度に応じて変動する部

分（直接生産部門の労働）と固定部分（問接労働部門）に分ける 。

　　　 〃＝刃ｙ＋〆ｙ＊　ｙ≦；ｙ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ｇ

（１

萄と胸を考慮して，純利潤の資本設備量にたいする比率力／Ｋの代理として ，

純利潤の正常粗産出量に対する比率を求めてそれを力（６）とすると ，

　　　力／ｙ＊＝（１一刃）６一〃一ゴジひ＝ク（６）　　　　　　　　　　　　　　¢◎

　　　　　　　　　伽＞０ ，

とたる 。力（〃）は，操業度６の増加関数とたるが，臼◎より ，刃や〃の減少関数で

もある 。刃 ，戸は雇用状態だげでなく ，実質賃金率という分配要因にも依存し

ている。操業度の変化によっ て雇用量が変動しても，実質賃金率が変化すれぼ

”は変化しないかもしれたいことに留意すべきである 。

　労働者の賃金所得の貯蓄率 Ｓ。 と資本家の純利潤からの貯蓄率 Ｓ。 を区別する

と， それぞれの貯蓄額は ，

　　　Ｓ。＝（Ｓ１ 力（５）十み・ 〃）ｙ ＊

　　　Ｓ。＝Ｓ。（６一力（６）一伽）ｙ＊Ｓ＝Ｓ。十Ｓ。

となる。したがって杜会全体の貯蓄率は，（７）を考慮して ，

　　　８／ｙ＊＝ｓ（６）＝〔ｓｒ（ｓｒｓ。）刃〕６一（ｓｒｓ。）叶（１－ｓ１）６カひ 　　　　帥
と示せる 。

　¢◎式の辺々を，それぞれｙ＊で除すと ，

　　　　１　　」Ｋ　　　Ｋ
　　　ｒ・＝ｙ

・十ｄ
・了
ズ＝９・十ｄジ・　　　　　　　　　　　（１び

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４８）
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となる 。岬と（１むより ，粗生産物の需給一致式は ，

　　　９・十３、・ ひ＝〔ｓｒ（・ｒ・。）刃〕６一（・１－ｓ。）叶（１一・１）伽

とたる。したが って，的式を考慮して整理すると ，

　　　９：〔・１一（ｓ１一・。）刃〕６／ト（・１一・。）〃・十／（１一・１）ゴグ♂、／　　　　吻

　　　　　１
　　　 ＝７（・ｒ・・）力（６）十・・（６／ト６力）十（６グゴ

・）

　　９）
を得る 。Ｓｔｅｉｎｄ１は，９でなく ，新投資のｙ＊にたいする比率を求めているが

的では資本蓄積率を明示的に示した 。

　　８）　Ｋａ１ｅｃｋｉ１９５４

　　９）Ｓｔｅｉｎｄ１は，（１一刃）ｓ１＞ｓ２１を仮定している 。

　３－４均衡への調整メカニズム

　Ｓｔｅｉｎｄ１は幽式と同様の式において，成熟した経済を，ｒ資本主義発展の先行

する段階におげる高い成長率に適応して形成された利潤関数やそれが支配する

状態」として定義している。９が，技術進歩の停滞や資本家の将来についての

確信が崩壌することなどによっ て低下した場合，粗生産物の需給一致の条件を

示す吻式から，資本家と労働者の貯蓄率を示す Ｓ１ とＳ。 が不変のときには ，

利潤関数力（６）と，操業度６の一方または双方が低下しなければならないこと

がわかる。６の低下は，（１つ式でみたように，さらに９を低下させるというよう

に， 下方への不安定性が作用する 。Ｓｔｅｉｎｄ１は，９の低下により ，ドロッ プ・

アウトされる資本設備の比率６、が増大することによっ て下方過程が停止され

るかもしれないと考えている。もし政府の政策によっ て財政赤字が増大させら

れれぱ，それも下方への累積を停止させるかもしれない。９の変化は，それに

ふさわしい貯蓄をつくりだすようなメカニ ズムが作用する。この調整 メカニ ズ

ムのたかで，操業度の変化や，それによっ て生じる分配の変化は，景気循環の

各局面で発生する短期的調整 メヵニ ズムに属する 。

　長期の調整 メカニ ズムとしてＳｔｅｉｎｄ１が考えるものは，利潤関数（¢◎式）の

調整である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４９）
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　低い成長率が支配しているとき，過剰設備が存在しはじめると資本家問の競

争圧力が強まる。このとき，長期的には，正常な期待される操業度が確立され

るためには，劣悪な設備をもぢ高い費用価格の資本家は駆逐されたけれぱたら

ず， そのためには産業の平均的た利潤マージソがひきさげられることが必要で

ある 。

　設備の寿命の変化も，資本蓄積の変化に当該経済が調整されるプ ロセスでは

役割をはたすことになる。低い成長率と操業度は，設備のドロッ プァウト率を

高くし，それが鋤式の右辺の３グ６、をその長期平均的た水準以下に引き下げ

ることになる。み 一♂、の引き下げが作用する限り ，低い成長率への適応に役

立つことになる。しかし，６グ６、の差の変化は，新しい均衡への移行の問に

限り作用する。その新しい均衡水準は利潤関数のシフトやその結果としてのヵ

レヅ キー型の貯蓄関数 ｓ（６），勾式，の！フトによっ て確立される 。

　利潤関数や貯蓄関数のンフトによっ て， 低い成長率のもとでの正常た操業度

水準が受げ入れられることになる 。

　３－５Ｓｔｅｉｎｄ１の仲滞仮説

　独占の支配が確立されているときには，上記のようた長期の調整メヵニスム

はもはや十分うまく作用しない。Ｓｔｅｉｎｄ１は，独占は他の独占との死活の価格

戦を回避して，長期にわたる低操業水準を受げ入れるようになり ，調整役は ，

利潤関数ではなく ，もっ ぱら操業度水準にわりあてられる。利潤関数，したが

って貯蓄関数もリシットなものとなる。独占企業が低い操業度水準を許容する

ようにたると，そのことが設備投資や成長にたいして否定的な効果を与える 。

ＨａｒｒＯｄの過剰貯蓄の彬成と同じ事態があらわれる。高い成長や資本蓄積水準

の状況によっ て移成された利潤関数や貯蓄関数は下方へ！フトされることなく ，

操業度水準が正常水準を下回る状況が持続し，低い資本蓄積率が支配する長期

停滞に陥ることになる 。

　そこで，間題は，な普最初の資本蓄積率の低下や低成長がはじまっ たのかと

いうことになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５０）
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　Ｓｔｅｉｎｄ１は，これについて技術革新の波がすぎさっ たことも影響するかも知

れないと考えるように変化してきている。しかし，中心点は，独占資本家によ

る利潤関数の上方へのシフトによると考えている。独占資本が利潤マージソ ，

あるいはマーク ・アソ プをひきあげたことが最初の原因だと考えているのであ

る。 独占資本のプーク ・ア ップの引きあげは，他部門からの利潤の再分配とい

う点を除けは，経済全体の利潤率をひきあげることは不可能である。経済全体

としての利潤の水準は経済全体の資本蓄積の水準によっ て規定されている。し

たがって独占資本の利潤マーク ・アッ プの引きあげは，吻式で９が与えられた

とき力（６）の引きあげは，６したがって，経済全体の操業度水準のひきさげと

いう結果を導くことになる 。

　これが，設備投資決定にあた って，資木家はより一層の過剰設備の発生を怖

れることから，慎重な態度にさせて，マイナスの効果をおよぽすことになる 。

したがって，次期には，設備投資がひきさげられる。そして成長率が低下する 。

　Ｓｔｅｉｎｄ１が，高成長の結果がもたらした資本蓄積への負のフィード ・バック

効果を与える諸現象として指摘するのは，次の５点である 。

　◎　高成長の過程で６ヅ♂、の差は拡大した。その結果，過剰設備が大量に

存在するという形態で現われた６の低下と，低い新投資水準の併存が生じた 。

これは，新設備投資が過剰な減価償却基金によっ てまかなわれたことを意味す

る。

　　　多くの国において，高成長の結果個人貯蓄率が高められた。鉤式より

Ｓ。 の増大は９が与えられたときには，力（６）や６の低下を招き，利潤率を低下

させる。クローズド ・システムのもとでは，企業が負債を増大させていないと

すれは，個人貯蓄の増大は政府によっ て借り入れられなげれは，一層悪い事態

をもたらす 。

　　　第二次大戦後，アメリカからの導入技術によっ て， 技術革新をなしとげ

ていた国々が，アメリヵにキャッ チ・ アッ ブすることで導入技術の源泉が枯渇

し， このことが吻式左辺の９を低下させた 。

　　環境間題とエ子ノレギー間題が重大な問題とな った。これは，直接には各

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５１）
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産業の負担を増大させた。その負担は多くの場合に消費者に転嫁されはした 。

エネルギーと環境問題は企業の確信に負の効果を与えた 。

　　新しい経済環境のもっとも強力なものは，政府の完全雇用や成長への政

策的対応の態度の変化である。アメリカと西独の政府が最初に態度を変化させ ，

しだいに他国へも波及した。これが，９を低下させる効果をもっ た。

　◎～　が正しいとすれば，しばらく低成長を予想せざるをえたい。しかし ，

資本主義体制が，この低成長に順応できるかというと，それが可能であるため

には，利潤関数の下方シフトが必要となる。しかし，独占の支配のもとでは ，

価格のひきさげは回避されておりさきにみたように，調整はもっ ぱら操業度の

低下によっ ておこなわれている。これが，スタグネーショソヘの傾向をつくり

だしている 。

　以上が，Ｓｔｅｉｎｄ１の停滞仮説の内容である 。

　３－６Ｓｔｅｉｎｄ１の仲滞仮説の意義と間題点

　Ｓｔｅｉｎｄ１の場合に一は，Ｈａｒｒｏｄとちが って，単一の基本方程式陶式あるいは

同様の吻式を用いて停滞を解明しようとする 。Ｓｔｅｉｎｄｌの的式は，貯蓄投資の

均衡条件式であり ，短期の粗生産物の需給一致がつねに達成されているとみる 。

長期停滞という問題の解明にとっ ては，短期的（あるいは一時的）な生産物市場

の需給一致（Ｋｅｙｎｅｓの意味での短期均衡が充されている）状態の想定は許容され

うるであろう 。Ｈａｒｒｏｄの場合には，一時的均衡の成立過程で再ぴ変化が生じ

ることによっ て， 常に短期均衡も成皿していないのであ って，一時的均衡から

別の一時的均衡への移行過程が間題ではなく ，常に動学的過程から不均衡が発

生している 。

　Ｓｔｅｍｄ１は，資本蓄積率を，過去の操業度の水準およぴ，過去の内部蓄積の

水準のいずれもの増加関数として定式化している。資本蓄積率の変動に独立変

数の役割が与えられている。資本蓄積率は過去の既知の二変数の水準によっ て

先決された結果として，今期の需給状態が決まり ，それに照応して操業度の今

期の水準とそれに規定される分配要因が決まると考えている点でＫｅｙｎｅｓ 的た

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５２）
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貯蓄　投資の所得，分配，操業度決定の理論を基礎としている。資本蓄積率 ，

利潤率，操業度水準を明示的に取り扱い，階級対立視点にもとづいている点に

おいて優れている 。

　Ｓｔｅｉｎｄ１の停滞仮説の特徴の一つは，独占資本の存在を前提にし，独占的経

済行動から停滞を説明しようとする点にみられる
。

　独占の成立以前では，不況期の調整 メカニ ズムは，短期的には操業度水準で

あるが，長期的た新均衡状態への復帰の過程では利潤関数の下方へのシフトで

あっ た。 これは，不況期における各資本家問の激烈な死活をかげた価格戦を武

賂とする競争のメヵニ ズムである。この競争過程で，旧技術条件のもとでしか

生産しえないものは筒い費用価格と低い利潤マーソソに直面し駆逐されていく 。

この旧設備の駆逐が，新しい均衡状態での正常操業度水準再確立のための必要

条件とな っている。このプ ロセスでは攻撃的な資本家が自己の披術水準の優位

さ１ 低費用価格を基礎とする利潤マージソの切り下げ，利潤関数の下方へのシ

フトが重要な役割を演じている 。

　ところが，独占資本の支配する経済構造のもとでは，どの寡占企業も限界企

業であるという位置にあることから，死活を制する激烈な価格戦が回避され ，

各企業とも短期の需給不均衡への対応としてだけでなく ，資本蓄積の長期平均

的水準が下方ヘシフトしたときにも，新しい蓄積の低水準や低成長率の支配す

る状況への対応も操業度調整によっ てのみなされる。したが って，価格戦が回

避され，利潤マージソの切り下げ，利潤関数の下方シフトは発生したいままで

ある。これは，蓄積率の低下にもかかわらず，利潤からの貯蓄がこれまでどお

り維持されつづげることになり ，過剰貯蓄状態をひきおこしている。過剰貯蓄

は操業度の低下によっ て処理されることになる。これは鱒式右辺でク（６）が維

持されるときに，６が低下することによっ てのみ，低下した９の水準との均衡

が達成されることから容易にわかる
。

　以上の諸点は・Ｈａｒｒｏｄの停滞仮説において明示的にとり扱われていない論

点であり重要な点である 。

　しかし・Ｓｔｅｍｄ１の理論には，資本蓄積率の決定に不十分さかあり ，事実上 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５３）
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外生的に決定される変数として扱われている 。

　資本蓄積率の長期的動向については外生変数としての扱いが許容されるかも

しれない。資本蓄積率の長期平均的傾向が問題にたるとき，すでに３－４でみた

○～＠の諸要因のうちとくに◎～　の要因は蓄積の上限も観定するものとなり

うる。資本蓄積率の決定についての短期的要因と長期的要因は明確に区別して

論じられる必要がある 。

　停滞仮説は，資本蓄積率の長期的平均たいし，その上限界について，それが

いかにして，いかなる要剛こよっ て低下せしめられざるをえたくなるかが解明

されなけれぱ十分とはいえたい。Ｈａｒｒｏｄはそれを，自然成長率概念でとりあ

つかっているのであるが，Ｓｔｅｉｎｄ１の場合には，自然成長率の概念に対応する

ものが登場しない。　の要因の説卿こおいて，資本制のもとで高雇用水準の持

続がうみだす，資本制の維持にとっ て， 不都合な事態が出現したことについて

議論をしてはいる。そのとき，長期の高成長が労働者階級の政治的態度の変化

をそれはどはもたらさなかったが，彼らの経済的位置を強化し，それが労働者

参加への要求を導出したと考えている 。

　Ｓｔｅｍｄ１の停滞仮説の基礎には，独占資本か独占利潤のマーソソを低下させ

ずに，逆にひきあげがなされる傾向，その結果としての操業度水準の低下，あ

るいは過剰能力の存在がしっ かりと腰をおろしている。したがって高成長の時

代は，何か外的諸条件の偶然的有利さによっ てのみ説明がされることになり ，

この有利な諸条件の消滅とともに，停滞傾向への舞い戻りが生じるという考え

が支配的である。独占の成立：過剰能力の存在という関連がＳｔｅｉｎｄ１の停滞仮

説の根本だといえる 。

　資本制が高成長をとおして生産力水準をさらに高いレベルにひきあげた結果 ，

その副産物としての負の効果というだげでなく ，新しい生産力水準のもとで ・

資本制的生産関係の維持の客観的困難さの成熟という視点が欠けているようで

ある。諸矛盾を列挙するのもたんに現象をとりだしているだげであり ・生産力

と生産関係の矛盾という視角がたい。もちろん，これは，Ｈａｒｒｏｄの停滞仮説

に関してもいいうることである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５４）
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４　現代資本主義とＳｔａｇｎａｔｉＯｎ

　４－１Ｈａｒｒｏｄの過剰貯蓄状態の再定式化

　すでにみたように，Ｈａｒｒｏｄは資本家の決定する資本蓄積率に関する行動仮

説を明示的にとり扱っていない。これを明示的に取り扱ったＪ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ ら

の期待成長率の定式化をより明快に示した文献に，足立英之『経済変動の理

論』がある。これに従 って，資本家の期待成長率を導入してＨａｒｒｏｄの過剰貯

蓄率を再定式化しておく 。その際，操業度を明示的にとり入れたＳｔｅｉｎｄ１の鋤

式を出発点としよう 。幽式を，再び示しておくと ，

　　　　　１
　　　 ９＝ ７（・ｒ・・）力（６）十・・（６／び一ゴク）十（６グ６・）　　　　　吻
であ った。この幽式は，貯蓄一投資の均衡条件式であ った。したがつて貯蓄主

体の行なう貯蓄計画と企業が行たう投資計画は，操業度６やそれに依存する

力（６）の変化を調整役として投資に均等な量の貯蓄が形成される 。

　したがって吻式は，短期的均衡の存在が成立することを仮定している点で ，

さきの２－３一（３）でみた図１が短期均衡の不安定を仮定しているのと異なる 。

　保証成長率を資本蓄積率９を用いてあらわすと，鋤の右辺で，操業度が正常

水準６＊ のときに，杜会が望ましいと考える粗貯蓄に等しいだげの粗投資量が

彩成されたときの資本蓄積率ｇ〃となる。したが って，ｇ〃を ，

　　　＆一÷ （・へ伽（が）・・、（が／・一〆ク）・〆　　　　　　的

と定義する。つぎに，資本家が望ましいと考える粗投資の水準が達成されたと

きに実現する資本蓄積率を期待成長率＆とする。すると，＆は９〃と等しく

なる必然性はない。また９、は，Ｈａｒｒｏｄの白然成長率によっ て規定される資

本蓄積率を９”とすると，長期的にはそれに関する期待を反映して修正される

が， ９、 が短期的には９”を上回ることはありうる 。９、を達成しようとするこ

とから資本家が計画する投資量を必要投資量と呼ぶ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５５）
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　必要投資量は，Ｓｔｅｉｎｄ１と同様に，操業度の増加関数とする。投資関数，貯

蓄関数は ，

　　　１”＝４（６），４。＞０，　　　　　　　　　　　　　　　幽
　　　Ｓ４＝¢〔ふ力（６）〕＝¢（６），伽＞０，　　　　　　　　　　陶
となる 。

　９〃＞９”の場合には過剰貯蓄の状態とたることを，Ｈａｒｒｏｄの図１と異たる仕

方で示しておく 。短期均衡の成立を仮定すると ，

　　　伽＞４。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的

である。横軸は，Ｈａｒｒｏｄと

異なり ，操業度をとり ，縦軸　　　　 Ｌ、， Ｓ、

にＨａｒｒｏｄと同様に貯蓄と投

資をとる。各主体の均衡がす

べて充され，かつそれが自然　ト帥＿ｇ 、

成長率に等しい場合は，図２

で示されており，これは ，

Ｊ　Ｒｏｂｍｓｏｎの「黄金時代」

　　　　　　　１０）
のケースにあたる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
　各資本家が正常操業度のも

図　２

ＳＪ

Ｉｄ

６

とで望ましいと考える蓄積率を達成するのに必要た投資量と正常操業度の垂直

線は交わり ，９〃ともその点で交わっている。しかもそのときの蓄積率は自然

成長率によっ て撹定される蓄積率に等しい。このような黄金時代の達成は，き

わめて困難であり ，自由放任の資本主義のもとでは，ほとんと発生しない偶然

でしかありえない。これは，ＨａｒｒｏｄのＧ〃＝Ｇ。の条件にさらに，資本家の期

待成長率Ｇ。の均等が加わるものである 。

　９〃＞９”がＨａｒｒｏｄの停滞仮説を成立させるケースであるが，現実の一時的均

衡の成立のときに達成される現実の蓄積率９と９”との関係で，９＞＆の場合

と９≦＆の場合に細分される。図３は９＞９”のヶ一スを示し，図４は９≦＆

のケースが示されている。足立前掲著と異なるのは，資本家の期待成長率の扱

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５６）
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いを我々は外生的に所与としたままであり ，さらにＳｔｅｉｎｄｌの操業度を調整変

数とする定式化をストレートに強調している点である 。

　図３において，資本家の期待成長率が９
．１，１６。 のときには現実の蓄積率ｇは

６・＞６＊ のもとでのみ達成されうる。しかし，劉＞９”であるから，不完全雇用

のもとでのみ実現しうる蓄積率である 。９、が９
，２

のとき ，１”２ とＳ６ との交点

で実現する９。のときには操業度は，６。であり６。＜６＊ となり正常操業度以下

となる。このときには，９。＞９”となっているから長期的には達成されえない 。

したがって１”は１”以下にまで下方にシフトされなけれぱならない。ところ

が， １。

にまでち ょうど下方シフトしたとしても，完全雇用条件は充されてい

るが，操業度は正常操業度以下とたる。この需要水準のもとでの正常操業度

の達成のためには，各資本家のあいだで，とくに独占資本のあいだでの “Ｃｕｔ

ｔｈｒｏａｔ　ｃｏｍｐｅｔｉｔｉＯｎ
’’

が展開され，設備の駆逐がなされなげればならない 。

Ｓｔｅｉｎｄｌが考えたように，これを回避すれば，低操業度のもとでも資本の要求

利潤マーク ・ア ップは低下せず，一層操業度の低下という事態にたる 。

　あるいは，低操業度のもとでは，独占の価格戦が回避されたとしても，単位

あたりコストは，増大する可能性は大である。これは，「ＨａｒｒＯｄの二分法」

からも主張できる。このときには，利潤率は低下する。このとき，操業度は低

下する。この低下を阻止するために，Ｓｔｅｉｎｄ１の主張のように，利潤関数を上

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５７）
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方ヘシフトさせることになるとやはり操業度は低下する。こうして，操業度の

低下がさらにすすむと，失業が発生する 。

　図４では，９≦９”の場合を示している 。９＜９”のときには，失業と過剰設備

の存在する長期停滞の場合が示されている 。

　以上のように，Ｈａｒｒｏｄが定式化したようにＧ〃＞Ｇ。の場合，したがって

９〃＞９”のときには，どのような状態から出発しようと長期的には，経済は停

滞状態に陥る。この回避策は１６の上方シフトでは，不十分であり ，同時に

Ｓ”の下方へのシフトを実現させＧ〃＝Ｇ”を達成したげればならないことにな

る。 これがＨａｒｒＯｄが停滞仮説からひき出す政策的勧告である 。

　１０）Ｒｏｂｉｎｓｏｎ ，Ｊ．１９６２，Ｐ．５２（訳７８－７９）

　４－２資本蓄積の停滞と過剰貯蓄

　ｇ〃＞ｇ”の状態が解消されない限り ，資本制のもとで経済は全体としての産

業の操業度の低下，過剰設備が大量に発生し，同時に失業率は高水準となり ，

いわぼ労働力の過剰も存在しつづげるという意味で長期的な停滞現象が避げら

れたくなる 。

　それでは，９〃＞９”あるいは，９〃＞９”の状態はたぜ発生したのであろうか 。

この間題にたいする解答は現代資本主義の実証的研究をまつほかたい。これは

別の機会に試みる必要がある課題である 。

　理論的には９”の低下と９〃の上昇の双方とも発生しうるし，その現実の根

拠もないわげではたい 。

　９”の低下は，労働生産性の上昇率と労働供給の増加率の双方が低下すれは

生じる。労働生産性の上昇率 ぴの低下を，技術進歩率の低下によると考え，技

術進歩率は科学技術の発明 ・発見に主として依存するとして，これらの停滞か

ら説明する見解は不十分である。科学 ・技術上の独自の発見がなけれぱ，技術

進歩はなく ，労働生産性の上昇率は低下することが根拠のあることだとしても ，

Ｈａｒｒｏｄも主張するように，経済学では技術的見地よりも広義に技術進歩や労

働生産性の上昇をとらえるべきである。熟練労働の量や質，労働者の労働に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５８）
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する積極的態度，労働者の科学的判断力の水準などは，明らかに重要な ぴの規

定要因である。また，科学，技術上の発見それ白体も，それに投下する資金量

に大きく依存することを考えると，きわめて強く杜会的要因によっ て規定され

ることがいえる。私的独占資本のもとで研究開発費をどの程度投下しうるかは
，

独占資本の資金調達力や投下資金回収の可能性に依存する。これらの要因は ，

資本蓄積の増加関数であるといえる。もぢろん蓄積の停滞が独占資本問の競争

を激化させる限りにおいて，競争の刺戟は研究開発投資を塙大させる。しかし ，

このもとでは不確実性は一層増大している
。

　技術進歩率を規定する研究開発は公的た形態でも現代資本主義では大規模に

行なわれている。この公的研究開発は研究開発投資資金の巨額さと，リスクの

大きさから要請されるものであるが，この公的研究開発は私的独占資本問での

特別利潤発生機会を減少させる 。

　労働生産性の上昇率が狭義の物的財貨基準で測定される限りで，環境間題へ

の対処の必要性は，ぴを低下させる 。

　以上のように労働生産性上昇率や技術進歩率は，経済的，杜会的要因によっ

て内生的に決定されるものである。技術革新の波がなにか外生的に与えられて ，

天からふってくるというような取り扱いはこの点で正しくない 。

　労働供給の増加率も，すでにＨａｒｒＯｄの自然成長率概念を検討したときにみ

たように，人口学的問題を基礎に置くとしても，杜会的諸要因で大きく左右さ

れるものである。労働供給の絶対的水準での増加率が一定であ っても，産業部

門間の就業者構成比において，労働集約的部門からの労働節約的部門への移行

が円滑にすすむかどうかは，労働集約部門の労働生産性の上昇率に依存するだ

げでなく ，その部門でのＳｃｒａｐ化の進展にも依存する 。

　以上のように＆の規定要因としてのぴと焔は，杜会的諸要因に大きく依存

する。資本蓄積の低水準での持続は，この杜会的諸要因をとおして ぴと 〃に負

の効果をもつといえる。この関連以外に，現代資本主義のもとでの生産関係の

姪桔作用が原因とな って ぴとれの上昇率を鈍下させる 。ぴや〃の増大のために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
は， 現代資木主義のもとでの制度的諸条件の変革が必要とたる

。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５９）
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　ｇ〃の増大は，鯛式より利潤プーク ・ア ップのひきあげと，将来に対する不

確実性の増大が，労働者階級をして現在の支出を抑制させ，その結果 Ｓ・ が増

大すれぱ，ｓ” が増大した結果としても生じうる 。

　平均資本係数 〃の変化は，鯛式より９〃の変化とマイナスの関係にある。現

代資本主義のもとでの〃の動帥こついては，実質賃金率が増大する限りで，環

境観制が強化される限りで，増大させる作用をもつ。逆に，実質賃金率を停滞

させ，デ レギ ュレーショソをすすめる限りで〃 を低下させる。現実の〃の動向

については，実証的に明らかにする以外にたい 。

　９〃と９”が現代資本主義のもとで９〃＞＆となる根拠をみた。このときに

は９、がどのように高くたろうとも，図３でみたように現実の９は停滞状態に

辿りつく 。

　９の停滞に関して，ＨａｒｒＯｄ仮説でなく ，Ｓｔｅ１ｎｄ１のように現代資本主義の

もとで９の停滞をもたらす杜会的諸要因を指摘することは可能である。現代資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
本主義が高雇用水準の維持を不可能にすることについては別の機会に論じたこ

とがあるのでそれに譲るがｇ”が低下した状態では，従来に比してより低い９

のもとで高雇用水準の達成が実現し，それを現代資本主義が許容しえないとき

には，やはり停滞現象が支配的とたる 。

　９の停滞と過剰貯蓄の関連は，これまでの検討結果からつぎのようにいえる ・

　現代資本主義のもとで，巨大な生産力水準が達成されている。ところが・労

働考階級の実質賃金や可処分所得の水準は上昇させられないか，あるいは低下

させられる。一方では労働老消費に対して消費意欲がかきたてられはするが ・

他方においてＳ、 増大に対して杜会的強制が働くことによっ て消費水準や・住

宅購入は抑制される。労働者階級の消費水準が低水準に圧下されたままで，資

本蓄積需要が停滞しつつげる。生産能力は，低水準の有効需要に比して過剰と

なり ，操業度は低下する。資本蓄積の高水準での持続が，現代資本主義のもと

で不可能とたり ，必要でもたくなったもとで，なおかつ独占資本の利潤マーソ

ソの「適正水準」という観念が高水準にはりついたままになっている。この利

潤マージソの高水準と労働者支出の抑制とが過剰貯蓄状態をうみだすのである ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６０）
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独占資本の手元流動性の増大は，過剰貯蓄状態の現象にほかならない 。

　１１）拙稿ｒ現代資本主義の生産力と生産関係 ・階級間対抗」ｒ立命館経済学』第３１

　　　巻第２号，１９８２，６ ．

　１２）拙稿ｒ資本制の存続条件としての産業予備軍」『立命館経済学』第３０巻第３ ・４ ・

　　　５号，１９８１，１２ 。

　４－３伸滞現象下の矛盾

　一国の独占資本にとっ ての過剰貯蓄の解消策は，輸出超過と財政赤字である 。

（Ｘ一〃），（Ｇ－Ｔ）を輸出超過と財政赤字とすると ，

　　　し（Ｇ－１） （Ｘ一”）

工　　　　　　　　吻　　　ｒ　　　ｒ　　　　　ｙ　　　ｒ

とたるから，輸出超過率を 久， 財政赤字率を６と示すと ，

　　　 ｓ一ろ一久＝ＧＣ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢萄

の関係が成立する 。

　ろや 北を増大させることによっ て， Ｓの一部を吸収することが可能とたる 。

輸出超過や財政赤字は有効需要を増大させるが，ここでの問題は，９が低水準

のまま推移するときの過剰貯蓄対策であり ，北とろの引きあげによっ て９をひ

きあげることが狙われるのではないことに注目すべきである 。

　しかし，世界全体でみれぱ資本主義諸国の五 を一斉にひきあげることは不可

能である。むしろ，ある国（々）の北の引きあげは，他の国（六）の五の値を

マイナスにする。このマイナスの五 をもつ国は，過剰貯蓄状態を一層強化させ

ることになる 。

　ろの増大は，資本主義世界が同時に一斉に行なうことが可能である。しかし ，

ろの増大が公債でまかなわれるときには，クラウデ ィソグアウト効果によっ て

一層ｇの低下を招くことにたる可能性がある。公債の大量発行は，金利水準を

ひきあげる可能性があり ，貨幣供給は貨幣需要が減退しているＳｔａｇｎａｔｉＯｎ 下

で増大させる必要性はないから，手元流動性か増大している独占資本は，不確

実性の高い設備投資よりも，金融投機によるキャピタルゲイソを選好する可能

性がある。これが蓄積を低下させ，さらに企業のキャピタルゲイソによる利潤

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６１）
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を増大させることで，過剰貯蓄状態を強めるかも知れたい 。

　ろの引きあげは，生産能力の過剰が支配しているもとでは，その現実の支出

内容において生産力効果をもつものであってはたらない。そのようた大量の政

府支出は軍需において道をみいだすことになる 。

　過剰貯蓄解消策としてのろのひきあげは，Ｔの引き下げ，したがって減税に

よっ ても可能である。ところが，大量の公債累積は，そのことを困難にさせる 。

　過剰能力のはげ口を 火の増大にもとめるときには，独占資本家の競争が国際

場裡において激化する。国内の中小弱小資本の資本破壊をおしすすめるだげで

は， 独占資本の過剰能力は解消したい。国際場裡におげる独占資本問の競争は ，

外国の独占資本に打撃を与え，外国独占資本の支配する劣位の産業で資本価値

の破壊をすすめる。しかし，独占資本問の競争は，ある限度内に制限されなげ

れは資本制の生産関係を脅かす政治的状況をつくりだすことにたる。競争の制

限は，資本の価値破壌を遅帯させ，過剰能力の解消はマイルドなものにとどま

り， 停滞が長期化する 。

　北 やろの引きあげも，結局，矛盾をはらんだものであり ，その効果は操業度

水準をひきあげはしても，過剰能力そのものを解消させず，資本破壊を遅滞さ

す限りで，過剰能力を助長することになる 。

　独占資本が 北の引きあげで，国際関係からの障害でゆきづまると，自己のマ

ーケットシ ヱアーを増大させる道は，他の資本の買収である。新投資は抑制さ

れても，他企業の資本を買収することで生産量の増大を狙う 。資本集中は産業

資本でも銀行資本でも，国際場裡においてすすめられる。しかし，このことは

自国内設備の過剰傾向を強め，雇用も過剰となる 。
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　　　　　　　１９６２，Ｅｓｓａｙｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｇｒｏｗｔｈ，Ｌｏｎｄｏｎ

　　　　　　　　　　Ｍａｃｍｉ１１ａｎ

　　　　　　　　　　（邦訳『経済成長論』東洋経済新報杜山田克己訳，１９６３）

　　　　　　　　　　＆Ｗｉ１１ｋｉｎｓｏｎ，Ｆ．１３７７，Ｗｈａｔ　ｈａｓ　ｂｅｃｏｍｅ　ｏｆ　ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ

　　　　　　　　　　ｐｏ１ｉｃｙ，Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ（１） ．

Ｓｔｅｉｎｄ１，Ｊ，　　１９５２，Ｍａｔｕｒｉｔｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃａｐｉｔａｌｉｓｍ，Ｏ ｘ－

　　　　　　　　　　ｆｏｒｄ　Ｂａｓ１１Ｂ１ａｃｋ＿ｗｅ１１

　　　　　　　　　　（邦訳，ｒアメリカ資本主義の成熟と停滞』日本評論杜宮崎

　　　　　　　　　　義一 笹原昭五，鯨次成男，１９６２）

　　　　　　　１９７９，Ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　ｓｔａｇｎａｔｉｏｎ　ｐｏ１ｉｃｙ，　Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ

　　　　　　　　　　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ３，（ｐ．１－１４）

篠崎敏雄１９７４，『ハロッドの動学的経済学の研究』風問書房 。

（８６３）




